
要望書発表の背景

　当会はこれまで、政府に対し、中
長期のエネルギー政策はエネルギー
供給の安全性(Ｓ)、エネルギーセキュ
リティの確保・環境と経済の両立(３Ｅ)、
生産や雇用などマクロ経済(Ｍ)への
影響といった「Ｓ＋３Ｅ＋Ｍ」を考慮し
た総合的な判断や原子力発電の重要
性とともに、国民生活や雇用、地球
温暖化対策を十分勘案し、実現性
や妥当性をふまえた国民的議論を重
ねた上で策定すべきであると主張し
てきた。しかし、今回の選択肢に関

する国民的議論の進め方は、スケ
ジュールありきで、まったく議論が
不十分なまま、拙速に結論を出そう
とするものであることから、当会は
あらためて政府に対し要望を行っ
た。
＜これまでの当会の主張内容＞

(１)「Ｓ＋３Ｅ＋Ｍ」による総合的判断
(２)原子力発電の重要性
(３)国民生活の安定・安心、雇用の

維持・創出
(４)地球温暖化対策の中期目標のゼ

ロベースからの見直し
(５)実現可能性・妥当性の検証をふ

まえた国民的議論の重要性

要望書のポイント

選択肢に対する評価

(１)国民的議論の前提としての情報

が不十分

　政府から示された選択肢には、
2020年、2030年の電気料金や国内
総生産（ＧＤＰ）などの試算もともに
提示されている。しかし、国民生活
や雇用への影響が具体的にわかり
やすく示されていないうえに、試算
の根拠が不明確であり、国民的議
論の前提としては不十分である。詳
細かつ分かりやすい情報の提示が
不可欠である。
(２)国民生活や雇用への影響が甚大

　いずれの選択肢も電気料金の上
昇やＣＯ２対策への多大な出費を伴
うため、マクロ経済全体への悪影響
は避けられない。特に製造業におい
ては生産拠点の海外移転に拍車が
かかることは不可避であり、雇用や
家計の可処分所得の減少とともに、
わが国の経済成長の深刻な押し下
げ要因となる。経済成長との両立も
含めた多角的な議論が不可欠であ
る。
(３)再生可能エネルギーに対する過

度な期待への懸念

　将来期待される再生可能エネル
ギーの量は、本年７月から実施され

「中長期のエネルギー政策の議論に対する要望」
７月から８月にかけて、政府のエネルギー・環境会議の「革新的エネルギー・環境戦略」の策定にあたり、
今後の中長期のエネルギーミックスの選択肢(以下、「選択肢」、表)が国民的議論に付された。中長期のエネ
ルギー政策は、将来のわが国の根幹にかかわる極めて重要なものであり、わが国の国情に基づく現実的かつ
合理的な議論を重ねたうえで、慎重に策定することが不可欠である。関経連では、地球環境・エネルギー委
員会が中心となり、政府から提示された選択肢に対する要望書を取りまとめ、７月19日に公表した。
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〈表 エネルギー・環境に関する選択肢の概要〉
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温室効果ガス排出量
（1990年比）

発電コスト

系統対策コスト(累積)
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家庭の電気代
（2人以上世帯）

実質ＧＤＰ

2010年
ゼロシナリオ

追加対策前 追加対策後
15シナリオ 20～25シナリオ

注：（  ）内は2010年からの変化分
実質ＧＤＰは自然体ケース（震災前の電源構成で推移）での2030年時点の値からの減少分

出所：エネルギー・環境会議「エネルギー・環境に関する選択肢」（2012年6月29日）より作成



ている全量固定価格買取制度によ
る導入拡大量とコスト負担額およ
び技術革新の進展を慎重に検証し
た上で見極めることが不可欠であ
る。
　再生可能エネルギーを過大に導
入すれば、そのコストは電気料金に
上乗せされ、企業の国内生産や雇
用の維持、ひいては国民生活にとっ
て大きな負担となる。また、経済性、
安定性について克服すべき課題が
あり、現実には再生可能エネルギー
の大幅な導入は困難である。そのよ
うな状況下では、火力発電も一定の
役割を果たすべき電源であり、石炭
や天然ガスなどをバランスよく活用
し、エネルギーセキュリティを確保
することが重要である。
国民的議論の進め方

　政府には、拙速な結論を避け、
十分に時間をかけて、慎重かつ多角
的な議論を深めていくことをあらた
めて強く求める。
　当会としては、エネルギー・環境
政策について、経済成長や国民生
活の動向をモニタリングしながら今

後３年ごとに見直すことを大前提
に、以下の条件を満たすならば、「20
～25シナリオ」は今後検討を進め
る上で一つのベースになりうるもの
と考える。
＜条件＞

①原子力発電の安全性確保を大前
提として、原子力を重要な電源と
して認識しつつ、あわせて、国際
的な安全性向上に向けて技術貢
献がなされること

②国民生活の安定･安心、雇用の維
持･創出に寄与するものであること

③地球温暖化対策の中期目標がゼ
ロベースから見直されること

④再生可能エネルギーの技術開発
に産官学一体で取り組まれること

⑤技術革新を阻害する可能性の高
い固定買取制度を見直すこと

要望活動の状況と今後の対応

　当会はこれまで、内閣府（国家戦
略室）の担当審議官や経済産業省の
大臣官房審議官との意見交換会、
関係する国会議員への要望活動を

通じて意見発信を行ってきた。加え
て、選択肢の問題点に関する説明
会や経団連と共催したシンポジウ
ム、選択肢の試算機関を招いた公
開討論会の開催など会員企業の理
解を深めるための活動を進めてい
る。また、会員企業に対してアンケー
トやヒアリング調査を実施し、当会
の要望に会員企業の声を反映させ
るべく努めている。
〈今回の選択肢に対する会員企業へ

のヒアリング結果〉

・2030年の電力価格を示されても
企業経営には役立てられない。企
業では中期計画を３～５年ごとに
立てているので、少なくともその
程度の間隔で数字を示してほし
い。

・各選択肢のリスクを具体的に示し
てほしい。

・電力供給が不安定になることが一
番困る。安定供給は不可欠である。

　当会では、引き続き政府に対する
要望活動を進めるとともに、会員企
業への理解促進活動にも取り組ん
でいく。　　(経済調査部 中谷晴喜)
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エネルギー政策に関するシンポジウムを開催
　７月23日(月)、エネルギー政策に関するシンポジウム「わ
が国のエネルギー・環境政策のあり方～選択肢の国民的議
論に向けて～」を経団連との共催により東京で開催。双方
の会員企業などから約320名が参加した。
　当日は、21世紀政策研究所の澤研究主幹が「エネルギー･
環境に関する選択肢」と題した基調講演を行い、選択肢の
問題点等について丁寧に解説した。その後、「わが国のエ
ネルギー・環境政策のあり方」と題したパネルディスカッ
ションを行い、提示されている選択肢には経済・雇用への
視点が欠如していることや前提条件に現実性がないことへ

の指摘、経済界からの情報発信のあり方等に対する意見な
ど、活発な議論が繰り広げられた。


